




ON THE MEASUREMENT AND JUDGEMENT OF 
LEVEL OF LIVING. 1. 
ON THE METHODS OF MEASUREMENT 


























































































































等の強制支出の飯泉ともなるから，消費函数における独立変数とみる ζ とはできない。そ ζで経済企
画庁等が統計局分類より可処分所得を導出するのは，


























































































































されたある家族員のこの費呂への支出単位を "e，それと同タ イプの人員数を n とすれば，，.-家の




そとで (1:/Cen)N-"e = m とおけば，ある資自の支出 Eは，収入 Iと m との函数となるから
E=f(I.m)……………………………..・H ・……...・H ・..………-・…………一…… (1)
である。 乙れはオイラーの同次函数の定狸によって
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一般に収入を一定とすれば，人民単位の増加は 人員単位m加の支出効果










めに，ある質問単位当り支出ーをとると，これは収入単位 M で測られた単位当り収入す の函
k' 
m 
数でなければならない。乙 ζに M は M= (J:lCin)N-^iであって，J:E= 1 のもとにおいては各自
自の m の支出額による加霊平均値iζ近いζとは，後に証明されるとζろである。そ乙で
会=g(す)
とおく ζとができる。 ζれがプレイスやハウサッカー 〈均等ケムプリッヂの述中によって行為方程式
(behaviour equatiol)とよばれているものであって，以下の展開の出発点となっている。上式は直
ちに
E= 1 g (去)}m
となる。乙 ζ 』ζ m や M は家族人員数 N の函数であるから，(3)式を N について微分すれば
dE om ， J o 1 M oM 1 ¥ 
一一 = ，， '~: g+剖 一一一一 一 一一一-dN oN <3' '" ¥ oN M~ oN M~ / 
o 1 
-一 =0 であるからoN 
dE om oM bll ， E万 =否万g-oN 石 詩人H ・H ・H ・H ・..・H ・-…H ・H ・...…… …ー……一 …… ・(5)
dE om " 'd1 M oM 1 ¥ また 一一= ~ .~-R+!t一一一一一一一 一 一ld 1 -o 1 g... g ¥ o 1 M2 O 1 M:!.) 
om oM 
一一=一一=0であるからoI oI 
dE m ， 
dI M ~ 
dE 11 m 
放に 甲 ~ (jアでE-=171rgF ・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・(的
(6)を (5)Iζ代入して整理すれば
1 dE om 1 oM 甲E dN=百万 ヲ五一一百万 M '…… ・……・…一一 ・…… ………...・H ・-…・(7)
となる。げ) 式は家族にある一人を加えた場合のある~目支出額の変化割合を， 11~ と M との変化関
係でしめしたものであって， それは m の治加割合から，Mのi自加割合とその:l!(自の収入弾力性と
の踏を，さし引いたものに等しい乙とをしめしている。














とによって，一般費自の単位をあたえる方式に改変する ζとを考えなければならない。そζで m は
N の函数である乙とを前提として，1 と N との変化のもとにおけるEの全変化をもとめるべく
E=φ(1.N) 
とおいて，全微分すれば
EfE SE 日 ，aE 、電=τ1 aL十百苛dN
乙れに (6)式およびげ)式を代入すれば
E"IJ Jr ， ~I am 1 aM 有¥、m
dE=一一dl千 E(=一 一一-一 一一一一一-ldN、aN m aN MJ 喝
同じ生活水準を維持するにはEが不変にたもたれなければならないから，dE =0とおいて整恕すれば





ζζで，まず (9)式を解いて M や m をもとめる方法を考えることにしよう。乙の値から κiと
れおよび'"eとんとの分離はつぎの問題である。 一見してあきらかなようにとの二つの未知数を
ふくむ一つの方程式を解くには特殊の方法を考案しなければならない。 第一の方法は，M と m と
の別の関係式をもとめで とれを ω)式に代入しいずれかを消去するという正攻法である。まず (5)




dE ~8m 8M 1 Zm Z百万=Z百万g一百万 .M;-g=O ・……・・……...・H ・..….・H ・…………・・…・…utl
d E m ， ~ d E • _.~ _ ， . _ m 
と乙ろで一一= ~'; g Z一一=1であるからZーーピ=1である。とれを (10)式に代入してd 1 M.s， -d 1 -~ ~ V.J . ， N--_， - M 
8M 1 ~ 8m 
否FtM =Z百万8 g=去であるから
8M 1 j 8m E 1 ¥ 1 ............................................…・…M
8N M --¥ 8N 1 m} 
I^ E M ¥ または 8M=Zi 8mーァ ー~l ・・・・H ・H ・-………………..........・ H ・-一…....・H ・....・ H ・..(1~
¥ 1 m I 
をうる。回式はもし45=1ならば，収入単位は，各質問位のその支出額による加重平均時






8m 1 一一-一ーは Oである。 しナがってζのような費目，すなわち支出の人目単位陣力性がOであるようoN 1n ，0. V '- V.J .~ 0 V ''-
な費目を見出すζとができるとすれば，ζの窃合 (9)式は
1 dI 8M 1 








のこの費目支出が Etであるとすれば，夫総と 。 1. 
5才男子の3人1it帯では ん においては実質的 第 1 図
12 I 
な収入水準はより低く，乙の費目支出が人111.位の効果lζ関係なく収入水準のみに依存するのである
から その支出 E~ は E1 より低くなるであろう。 そζでζの世需が E1の支出を可能ならしめ
る収入 ん を見出せば，夫婦世帯の ん と3人世需の ん は，同じ収入効果をあたえ，同じ生活水準
< 11 ) 
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れられているのである。もしも M が IlCitlであるならば， いかなる員数世帯の差をとっても， そ













E= a +b log 1….・H ・-・……………………・H ・H ・..……...・H ・..……………………闘
に適合するととが確認されたとする。つぎに
( 12 ) 
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であるから，乙の回数形も
会=c +d logす すなわち E=m(c-d同 M)+md同 1.........(14)
と同形が適合すると仮定する。 ζのとき (l~ 式と凶式との比較によって b =mdとおきうるであろ
う。と ζろで，世帯構成を異にするにしたがい bや m は変動する ζとが期待されるが，単位当り
iζ直されたω式の dはζの費自に閲するかぎりはつねに一定であるはずである。したがってζの















m=(ZICeu)N-λcや M= (.EICil)N-}¥i 
における人員効果を方法的に無観する乙とにし，
Y = ZICelI. z = ZICil1 とおく。 乙のとき
である。したがって
Y =E / g (+ )=ZICC 
であるから，乙れは
( 13 ) 
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Yl ="Cl1Z11+ "CZJl12・・・・・・………・…… o+.tC.ntS 
Y~ = "el n21 + κe21l日……………………+.tc.n2.
00 o (1~ 
Yr = "Cl 1Zrt + lCe21Zr2………………………+ "C.n，.. 
となり，多元連立一次方程式を解く問題となる。理論的には Yl. Y2000……は各世帯の合計消費単位
を，"el， ICC2・……は性および年令による各家族員タ イプの消費単位を nl17 n12……ーはその世
帯に属する各家法員タイプの人数をしめすわけであるが，実際問題としては単位当りの収入をほぼ同
じくするような世帯をいわば一世帯と考えて一括し，その平均値を代表値とすればよいであろう。し
たがって家族員のタイプ "eを s個設定するとすれば，との未知数の数と合わせて収入階層も s個
になるように設定し.n もその階屈に所属する "eタイプ人の平均数をとらねばならない。 たとえ
ば れ は (l!z)をほぼ同 じく する世待の EJg(lJz.)の平均値であり. nllは乙の階層lζ属する
厄Cl タイプ人の合計を世帯数で割った平均員数にとってよい。 1世帯;であらゆるタイプ人を揃えるこ
とはありえないし，またそれらの比重をあたえるためにも，以上のような統計操作は当然許されるで
あろ う。 ただれ.Y~………は理論的には 1 世帯について考え られているから，各階層の平均値を代
表他とする場合には，各階層の世帯数を予め同程度に調整するか，または平均値を加重するかして，
各階屈の重さを同程度に調整する必要はあるであろう。
と乙ろで，乙乙での最大の困難は Y や zの値が定まっていないζとである。そζでzは家法人
員数に比例的であると考え， 暫定的lζ家族人員数で代用することにし，函数形を定めそのパラメータ
ーを適当に選択すると，そのときY IL当る値は Y土sとして.Yから何等かの誤差をともなった値
となるであろう。したがって ε の期待値をOとし，いろいろな Y のうち εを最小ならしめる場合
の解をもとむればよいζとKなる。との方針のもとに上の7 トリックスをつぎのように書きかえる。
"1 nll ・・・・・・・ntS IC CJ tl 
一 + 、 ，，?????、• • • • • • • • • • • • • • • • • • • 
"r n口 ………… …偽rs Kes tr 
とれをマトリックス記号で表現すれば
Y=(nl. n2.………OOnS)"t) +ε 
= 111.C十ε
よって e=γ-n"e 
e't==(Y -n"cγ(Y -n"C) 
= Y'1' -Y'm.c -，' en'Y +K'en'fl"e 
= Y'1' -2，' en'Y + ，' en'}lκe 
いま e'eの最小をあたえるために，乙れを "eIC関して微分し.0とおけば






よって K e =(n'n)ーln'Y ….・ H ・..………..・ H ・..…...・ H ・..…………………………...・ H ・"U7l
すなわち Keは制式において実現する s伺の方程式の解を与える s個の "eの値であるが，与
えられた Y の値に対して s'eを最小ならしめる値である。と乙でマ トリックス nがs個の階数を
もつためには Y詮 S. また逆マトリックスをあたえるために nキOでなければならないことはいうま
でもない。そ ζで適当に Yの値すなわち函数形のパラメーターの値を選択し，その都度
E' E==(Y -nKe)'(Y -nKe) 
=Y'Y -2K'en'Y+K' en'nKe 
闘を代入して




E'E K'pn'1' R2=1一一一=-i一一・...........・目・・・・.....................・・ 側
1"Y Y'Y 
として相関係数の平方をもとめ，その最大値の場合を選択する方が一般的であろう。
この計算には (n'n)-lをさきに計算しておしとれは S 行 s列の正方対称マト リックスとなる
/ 1 ¥ 1 つぎに g(ー 二一)の函数形が g=a+blog -:ー ならば T=一了として¥ z J -_.~._.. ~ '''0 z --. b 
子+hg-fzbω
/ 1、b
またストーンその他仰が推奨するような指数形 g == d，~) ならば
(+Yb E 7)=a(ZM) 倒
とおく04を家族人員当りの収入にとり T(19)や b側同当な値をとると. n'Yの計算がで
きる。これは S行 1:YlJの矩形マ トリッ クスになるから.(1引によって Keを算出し (18)により R2
を計算する。 ζの場合 n'Yは R2の最大値がもとまるまでその都度計算しなければならないから，
Y における Eをがの対応元素にあらかじめ掛合わせておく方が便利であろう。なおくり返し計算
にあたっては，同式の場合は最初の 71 Iζ対するよりもつぎのじ+o Iζ対する R2がより大きく
R2 が増加過程iζある聞は 71+2o………をくり返し，減少過程lと入ればその前の T より O/2を
さし引き，ζの要領で R2の最大値を見出す。また凶式の場合であれば，最初の ん における Y1
をつくっておき，ζれlζSにおける 1'2 を加えてゆく方法をとる。 R2 が減少過程K入れば
-
O /2 
における Y3 を加え，ζのようKして R2の最大値を見出すのが便利であろう。





































E=N(o-b log N)+Nb log 1…H ・H ・...・H ・-…一……..……・・・4・……・…凶すなわち
が適合したとする。また
£石=c+d 10ポ石
E=Nl-Ae(c-d log N+d).， logN)+Nl-Acd log 1……….・H ・..…………闘すなわち
の適合を仮定すれば，闘と闘式の比較によって
N e^b=d すなわちNb=Nl-λed 
dは一定とみられるから，N1とN2人家族の場合と比較して
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な消費単位と人員係数は算出するととができるから m=(K.en)N-Ae， M = (XK.i1t)N-Ai として，両
者を結合して使用すればよい。 tì!~出方法についてはなお洗練される必要をみとめるし，人民係数をm












入点における支出が原点となす角度 ω との比，すなわち b/ωをもって各賀自の緊要性をしめす指標
と考えた。たとえば， ζの値が1より小なるものほど必需性は高く，乙の値が1より大なるものほど
賀沢性は商いというように。いま各自自の支出を E，収入をIとすれば，bはdE/dlであってその
費目の限界消費性向をしめし，w は E/Iであって，エンゲル係数をあらわす。 したがって b/ω は
dE / E dE 1 _ 
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もに11C近づくという不合理を重ねる ζとにもなる。またエンゲJレ係数 Ejlを Iについて微分す
れば，
d ( E ¥ 1 (dE E ¥ 
dI ¥.1 ) ~ 1 ¥ d 1 --1 ) 
dE E 、 dE 1 




対数形を， ストーンは logE=log a+b log 1すなわち E=albの指数曲線を， ニコルソンやわ
れわれは2次幽線を使用したととがあった。とくに半対数形は，対数の性質上 I は正となるから，
E=Oにおいて log1 = -ajbとなり bを正とすれば a は必ず負となる。したがって弾力性係
dE 1 b 















































1" n" U'+Zt"..一 u
~=7.・ ・=~芋吉六三て=i一
U 、 j
そ乙で一般に =一?であるかり 一一 =α とすれば u=αuである。いま iが む から ら
1 e 
k上昇したため u]が u2 Iζ ， 乙れにともなって引が e~ IC. U]が U2IC変動したとする。 す
なわち u]=α]U] が u2=α21&2Iζ変動する。乙乙で 1'1からze:lへの変動を無視しうる場合を考
え，両式の対数をとって辺々相引くと
log U2-1og U]=log α2ー logα3
( 19 ) 
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となり，両辺を logら一log11 ILて割れば
log UlIー logU1 
log ら一logi1 
log α2一logα1 
log 12ー logi1 
となる。 ζれを微分学的に表現すれば
ι主主立一ι1旦ια
d log 1 -dlog l' 
である。 との左辺は
主並主豆三 主ー立 /坐 _d，立 1 _ " 
d log 1 - U/ -1-- di U--，_ 
μは収入効用の収入弾力性である。また右辺は
稽 社 学
d logα dα / di d ( i ¥ de i _ 
d log i =--aーi三-=(ii¥-e-je==1 - di 三-=1-




d ( U ¥ i2 _ 1 (d U U ¥ _ d U 
ζ=171ごi)-u=U ¥ di--i-)=diτ-1==μ-1 
ζれを闘式lζ代入すれば




のもとに iと e'との聞において証明されるととをしめすものである。 そζで問題は む がらに上
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